
（令和６年４月版）　千葉市農業委員会

　＊　証明書類は、申請前３か月以内のものを添付してください。
　＊　証明書類等は、原本を提出してください。〔原本返還希望の場合は、原本及びコピーを提出してください（原本は確認後返還します）〕

書類の内容 書類の種類 要否
確認
欄

備　　　　　　　考

1.許可申請 a.許可申請書【様式あり】 必須

a.土地の登記事項証明書 必須 全部事項証明書で、３か月以内に発行されたもの

b.住民票、戸籍の附票等
土地所有者の現住所が、登記事項証明書に記載されている住所と異なる場合
現住所までの異動がわかる書類

c.土地所有者の同意書 賃借人等が転用又は貸付等をする場合

d.賃借権解約等に係る許可
申請書又は通知書

賃借権設定期間内に転用を行う場合で、農地法第１８条に定める手続が必要な場
合

e.転用同意書
賃借権や地役権等が設定されている場合や、他に共有者がいる場合など、その土
地に対する権利を有する者の同意が必要

a.法人の登記事項証明書

b.法人の定款又は寄付行為

c.相続関係（土地の所有関
係）が確認できる書面

登記名義人が死亡後、相続登記が未了の場合
①相続関係図　②戸籍・除籍謄本　③相続放棄申述受理謄本、遺産分割協議書又
はこれに代わるべき同意書等の書面

d.転用目的により必要となる
免許証等の写し

砂利採取法・県土採取条例・採石法による登録業者通知、医師免許、理容師・美容
師免許、産業廃棄物収集運搬業許可　等

a.位置図 必須 最寄の駅、役場、インターチェンジ、その他の公共施設からの位置がわかるもの

b.公図の写し 必須
①隣接土地の地番・地目・現況・土地所有者・耕作者名を記載　②申請地がわかる
よう色枠を付す　③赤道は赤色、青道は青色に色塗り

c.周辺土地利用状況図 必須 周辺の土地利用状況が分かる図面（住宅地図等）（a.の位置図と兼ねてもよい）

d.申請地を含めた周辺の現
況写真

必須
写真上に申請地の範囲を赤線で示し、撮影日を記載し番号等を付け、公図の写し
等に撮影方向を矢印で記入

e.地積測量図
一筆の内の一部を転用する場合
（所有権移転を伴う場合は、原則として分筆後に申請　）

a.事業計画書【様式あり】 必須
事業を行う理由、土地選定理由を詳細に記入。周辺農地への被害防除対策、隣接
農地所有者及び耕作者への転用事業の説明状況も記載。

b.土地利用計画図 必須 土地利用計画を詳細に記入し、位置・隣接境界・施設間の距離を明記

c.農地以外の一体利用地の
一覧表

農地以外の一体利用地がある場合
（筆数が少ない場合は、1-a.許可申請書への書込みでも可）

d.施設・設備の平面図・立面
図

建物等を建築する場合

e.排水計画図 放流先を明示した、排水施設構造図　（自然浸透処理のみの場合は不要）

a.資力を証する書面
資金を要する一時転用の場合
①預貯金残高証明書　②融資（見込み）証明書　③補助金の内示通知書　等

b.転用に要する経費（建設・
設置工事費等）に係る見積
書

建設・設置工事等を外注する場合
原本提出（原本返還希望の場合は、原本を提示のうえ、コピーを提出）

a.隣接農地所有者・耕作者の
意見書

北側等の隣接地が農地であり、営農に影響が及ぶ可能性が考えられる場合に添
付

b.土地改良区の意見書
申請地が土地改良区域内にある場合（意見を求めた日から３０日を経過してもその
意見が得られなかった場合は、その事由を記載した書面）

c.水利権者の同意書
取水・排水についての水利権者の同意書（同意を得られなかった場合は、その理由
を記載した書面）

d.農業振興地域整備計画変
更済証明書等

変更の時期、目的等を記載した千葉市農政課の発行する書面。なお、農振農用地
の除外時の目的等が変更になった場合は、変更後の目的等について市との調整を
了したことを証する書面。

8.農地の復元に
関する書面

a.農地復元誓約書【様式あ
り】

必須

（裏面へ続く）

7.農業上の利用と
の調整に関する
書面

農地法第４・５条の規定による許可申請（一時転用）　提出書類一覧表

2.転用申請地の
状況等に関する
書面

3.申請者の行為
能力等に関する
書面

4.転用申請地の
位置と農地区分
の判断に関する
書面

5.事業計画に関
する書面

6.資金計画に関
する書面

法人による申請の場合（なお、４条申請で一括貸し駐車場や貸資材置場に転用す
る場合等には、借り受ける会社のものが必要）

　　【農地造成・営農型太陽光発電設備設置以外の場合】



転用目的等 書類の種類 要否
確認
欄

備　　　　　　　考

a.埋立等事業計画書【様式あ
り】

b.埋立計画平面図・断面図
(現況・計画）

平面図は、全体区域及び農地区域が分かるもの。断面図は、掘削深（天地返しの
場合）及び覆土高が分かるもの。

c.土砂等発生元証明書【様
式あり】

建設発生土等を使用する場合

d.県土採取条例又は採石法
に基づく採取計画の認可書
（写し）

採取した土砂等を使用する場合

e.土砂等発生元、土砂等採
取場所、ストック場等の位置
図及び現況写真

f.搬入経路図
土砂等の発生・採取場所から申請地までの搬入経路が分かる図面（e.の位置図と
兼ねてもよい）

g.契約書の写し
土地所有者と工事施行者が交わした契約書の写し。目的、契約期間、施工計画等
が明記されたもの。

h.工事工程表

（土砂等発生元における地質
分析結果証明書）

（許可申請時には提出不要。「千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災
害の発生の防止に関する条例（土砂条例）」の特定事業に該当する場合は、同条
例等に基づき市産業廃棄物指導課に提出する土砂等発生元の地質分析結果証明
書を、農業委員会にも提出のこと。なお、特定事業に該当しない場合でも、農業委
員会が同証明書の提出を求めることがあります。）

a.既存施設利用状況の説明
書（土地利用状況図でも可）

既存施設の写真を必ず添付し、所在・面積・資材の品目・数量・台数等を具体的に
記載

b.既存施設との位置関係図
事業所・既存の資材置場・申請地との位置関係がわかる地図
（4-a.「位置図」への書込みでも可）

c.事業経歴書 会社経歴書等

d.数量（品目・台数）算定根拠
説明資料

資材の品目・数量・管理方法、駐車台数（種類・目的別）の算定根拠を説明する

11.貸資材置場
a.資材置場の添付書類（上記
10）の他、申請者と貸付先の
関係がわかる書類

貸付先事業者について、上記10.資材置場の添付書類の他、申請者と貸付先の関
係が明確にわかる書類を添付

12.貸駐車場
a.駐車場の添付書類（上記
10）の他、需要説明書

周辺住民・企業からの要望がある場合には、要望書をもって説明書とするが、不特
定多数の者を対象とする場合には、事業者側からの需要見込みを説明した書面等

13.駐車スペース
を伴う事業

a.台数算定根拠説明書 店舗・事務所等に併設して、20台分以上の駐車場を設ける場合に添付

a.見取り図、平面図、縦横断
図

平面図、縦横断図は、申請地が掘削区域内にある場合に添付

b.農地復元計画書・計画図 農地復元方法について詳細かつ具体的に記入

c.農地復元が担保されている
ことを証する書類

農用地区域で、砂利採取事業を行う場合に必要。（農林水産省「農地法関係事務
に係る処理基準について」第6の1(1)①ウによる。詳しくは、お尋ねください。）

d.工事工程表

a.廃棄物処理施設設置に係
る事前協議終了通知書の写
し

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく許可申請の前に行う事前協議が
終了したことを証する書面

b.搬入経路図 産業廃棄物の搬入予定経路を示したもの

c.平面図

d.事業経歴書 会社経歴書等

（次頁へ続く）

9.埋立を伴う事業

（注：300㎡以上の
埋立を行う場合
は、市産業廃棄物
指導課における特
定事業許可を併せ
て受ける必要があ
ります。また、許可
申請に先立ち、事
前協議を行う必要
があります。詳しく
は、お尋ねくださ
い。）

14.砂利採取・土・
岩石採取事業

15.産業廃棄物処
理施設
（注：最終処分場の
場合、一時転用許
可ではなく、恒久転
用許可が必要とな
ります。）

10.資材置場・駐
車場

（一括貸し駐車場
や貸資材置場に転
用する場合には、
借り受ける法人の
ものが必要）

転用目的等により必要となる書類



a.過去の許可済地の概要説
明書

過去に転用許可済地がある場合、その現状及び利用状況を記載（なお、予定期間
経過後も転用や農地復元が完了していない場合は、その理由も記載）

b.公有財産管理者の同意 道路・水路の占有使用許可書等（申請中の場合は申請書の写し）

c.他法令の許認可申請書等
の写し又は申請状況を説明
した書面

千葉市土砂条例による特定事業許可、砂利採取法・県土採取条例・採石法による
認可など、他法令の許認可等が必要な場合（未申請の場合は、今後の申請予定等
の状況を説明した書面を添付）

d.委任状
代理人が申請する場合。許可申請書に記名押印した場合は、委任状にも同じ印を
押す。

e.その他農業委員会が必要
と認める書類

その他、場合により必要となる書類

16.その他

【許可までの事務の流れ】

（以下は、一般的な場合です。2haを超える大規模転用や、2市にまたがる転用など、以下とは異なる場合もあります。）

1 事前相談（随時受付）、事前協議（300㎡以上の埋立を行う場合）

-------------------------------------------- 2 許可申請の受付（毎月21～25日の開庁日） -------------------------------------------------

3 農業委員による現地調査（転用面積が1,000㎡以上の場合。翌月上旬頃）

約3週間 4 農業委員会総会審議（翌月15日頃） 約1か月

3,000㎡以下 3,000㎡超

----- 5 許可指令書交付（総会審議の1～2日後、窓口交付） 5 県農業会議諮問（翌月16日頃）

6 諮問回答通知（諮問日の2～3日後）

7 許可指令書交付（回答通知の1～2日後、窓口交付） ----

＊都市計画法、市土砂条例等、他法令等との調整が必要な場合は、調整後、許可指令書交付となります。

＊転用許可条件に従い、農地復元報告書等を農業委員会に提出していただきます。

＊事前相談については、随時お受けしております。


